
年産  原著論 文（件）   その他 論文  

（件）  

研究課樋名  研究事業 名  研究者代表 者氏名  専門的・学術的観点からの成果   臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のイン／くクト  出  
叩柊  輌  
始7  和 文  英 文 等  和 文  英 文 等  国 内  国 際    取  

得   
認知痘における標準  18  20  長寿科学総  加藤 伸司  認知症高齢者の食事・入浴・排泄時に  認知症高齢者における入浴・食事・排  本研究によって食事・入浴・排泄に関す  認知痘の医療と生活の露を高める緊急  本研究の実施機関である当センターが   
的なケアモデルの績  合研究  生起しやすい障害行動の解消プロセス  泄等の基本的な生活行為の障害を解  る認知症高齢者の障害行動の解消方  プロジェクトの柱にもあるように認知症  定例開催している一般向け研究成果報   
集に関する研究  こついて、介護者の焦点情報及び実施  消するためのアセスメント及びケアの成  法モデルが明らかとなり、認知痘介護  ケアの標準化及びケアの貫の向上を目  告会において発表予定である。  

行為の組み合わせに関する／くターンが  功／くターンモデルが数量的に解析さ  の評価指標の開発を通しケアのガイドラ  的とした人材養成は喫緊の課暢であ       数量的な解析によって明らかとなり 

、こ  れ、食事・入浴・排泄に関する認知痘介  インとしての活用を予定している。現状  り、認知痘に伴う生活障害の解消モデ  
の種の先行研究に不足している多標本  護の成功モデルが明らかとなり、認知  ではガイドラインのための基礎資料が  ルは、経験の浅い介踵者への教育教材  
を対象とした一般モデルの抽出を実現  や、客観的な介雄評価を可能とし、認知  0  0  0  0    0  0  0  
した。   介護方法が示された。   症介護の実の向上による認知症高齢  

者の生活安定化を可能とする。今年度  
は明らかとなったアセスメント視点やケ  
ア方法のモデルを介護現場で活用可能  
な指積及びガイドラインを開発し普及す  
る予定である。   

高齢者の転倒予防に  18  20  長寿科学総  田村 俊世  転倒の予防のために水平刺激を発生さ  加速度．角速度計測を目的としたウェア  特になし   特になし   転倒衝撃吸収装置はNHKテレビ東京で   
関する研究  合研究  せるバランス計測機器．バランス機能  放映された．また，BBC－W8b版で世界  

改善のために振動モータを用いて体感  に報遺された 
刺激を与える振動刺激装置を作製し  
た．また，転倒した際に骨折を予防する  
エア′くッグを用いた転倒衝撃吸収装眉  
を開発した．さらに．転倒．転落を防ぐ  

0  0  0  0  2  3  0  0  0  
日的として居住環境を整備し．バリアフ  
リー環境に．回想法を取り入れた古い  
日本の仮想環境を作る提案をした．最  
後に転倒リスクアセスメントに定圭的な  
項目を取り入れるために．加速度．角  
速度による歩行評価を施行した．   

大腿骨頚蘭骨折予防・  特になし   特になし   
技術による施設介護  合研究  行った。正接効果である大腿骨頚部欄  
高齢者の転倒恐怖緩  折予防に関して、介護施設高齢女性で  
和、生活機能及びQO  転倒による本甘折について有効であ  
Lの維持・向上に附す  り、間接効果として期待された転倒恐  
る研究   怖、QO」の維持改善については効果が  

ないことが示された。骨折予防効果に  0  0  ヰ4  35  38  0  0  0  0   

ついては製品差のある可能性が示唆さ  
れた。この方法の主要な適応となる介  
護高齢者において、その間接効果、製  
品圭も含めて評価した点が国際的に初  
めての研究である。   

纏ヽ   
齢著書折の発生及び  合研究  10年間にわたる経年的な発生動態と予  防のための対策として以下の点が判明  診療ガイドライン作成に寄与している。  生・治療状況、また年齢階紹別発生率  間、2008年11月24日付神奈川新聞   
治療実態に関する研  凌が明らかとなった。このような長期間  した：1）屋内での立った高さからの転倒  なかでも術前待機期間に閑する全国調  が明らかとされ、その経年的推移の詳  2008年11月26日付埼玉新聞 2008年   
究  にわたる全国規模での調査はこれまで  を防止する、2）ビタミンD不足が背土に  王の結果から、手術室使用の聞樋、麻  細が示された。その緒果、今後わが国  11月30日付千葉日報、2008年11月29  

行われていないため、わが四における  ある高齢者でサ折発生のリスクが高い  酔の問樋、合併症の間樋、抗凝固療法  で発生する本書折の発生数予測や治  ［＝寸下野新聞、2008年12月1日付珂  
その実態が初めて明らかとなり、諸外  ため、その補充を行う。3）冬季に骨折発  の間鴨が存在することが示された。そこ  環兼概算が可能となり、高齢者サ折に  北新聞、2008年12月2日付佐賀新間、  
国での現状との比較による治療上の間  生が多く、その対策を行う。次に上肢や  で同ガイドライン改訂に当たり、術前待  対する施策に資する。また、欧米に比  2008年12月3日付四国新聞、2008年  
7  ロ  0  0  14  l  0  0  0                                                                                                      題点が判明した。また骨折に至る骨代  脊椎の甘粕転症関連欄折後の機能予  機期間短偏を図るため、術前の待機期  ベてわが国では大腿サ近位部甘折例  12月5日付静岡新W、2008年12月5日  
謝動態の調査結果から、ビタミンD不足  後が明らかとなり、このうち脊椎サ折発  間に関するクリニカルクエステヨンが強  の入院期間が長期に及ぶが、その一因  付南日本新聞、2008年12月9日付山  
が背tにあることが、全国の異なる地  生後の生活機能低下が上肢骨折に比  化された。また、抗凝固療法実施例に  として長い術前待機期間がある。本研  形新聞、2008年12月18日付沖縄タイ  
域での同時比較から初めて明らかと  
なった。   防が高齢者生活機能維持の上で重要  及ぼす要因が明らかとなり、その対策を  

であることが示された。   明らかとすることで、入院期間短椅を図  
るための施策に資する。   
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年度  営舎発 ，表「障、   弼年季その他 （件ノ毒性⇒ n  
研究課鰯名  研究事業 名  研究者代表 看氏名  専門的・学術的観点からの成果   臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果  その他のインパクト   

聞  
始   

和 文  美 文 等  和 文  芙 文 等  国 内  国 際  出 酷 取  
‘反  

得   
高齢者の腰痛に及ぼ す脊柱変性 特になし   特になし   

、生活習  合研究   齢者の腰痛を比較することで腹痛の関  
慣要因および生活習  遠因子が各世代で異なっていることを  
慣病の影響と相互作  明らかにした。また、高齢者の腰痛は  
用の解明   QOしの低下に著しく関与し、その後の寝  

たきり度や予後にも影響を与える因子  
であることも明らかとなった。よって、こ  
れらは高齢者の腰痛管理に具体的で有  35  97  0  0  118  36  P  0  0   
用な情報となり、予防、診断、治療、リ  
ハビリテーションの向上に役立ち、高齢  
書の陣痛管理の指針になると同時に、  
高齢社会を迎えた我が国の労働生産性  
を増やし、帯状する高齢者医療費抑制  
対策にもつながる情報が提供できたと  
思われる。   

ホ齢者の腰痛痘に係  18  20  長寿科学総  戸山 芳昭  薬剤介入による骨相髭痘性脊椎圧迫  有限要素法による骨強度予測法を臨床  高齢者腰痛症の原因となるさまざまな  高齢者腰痛症の原因となるさまぎまな  大規模な患者対照研究への展開をすす   
る効果的な診断・治  合研究  骨折の骨賢改書効果に有限事業法の  症例に応用できる方法へ改良した。腰  疾患に対する最適な治療とそのガイドラ  疾患に対する最適な治療とそのガイドラ  め、公開シンポジウムなどの開催によっ   
療・リハビリテーション  有用性が実証され、腰部脊柱管狭窄症  部脊柱管狭窄症診断サポートツールの  インの作製をすすめている．   イン、さらには社会復帰と生活自立に向  て、「腰痛に悩む国民の救済」という社   
等の確立  の診断サポートツールが開発され、腰  感度と特異度が示された。腰背部筋電  ナた効果的な介護、およぴリハビリテー  会的イン／くクトに直結するような臨床現  

部表面筋電図による他覚的な陣痛評価  凪が手術的治療効果の他覚的評価法  ションプログラムの確立につなげ、本症  場への有効な還元と高齢者陣痛症治療  
法が検証され、閉経後の椎間板変性へ  に関わる膨大な治療費や介護費用の  
のエストロゲンシグナルの関与が解明  

37  23  0  0  18  8  0  0  0  
抑制と高齢者医療の賢の向上につなげ  

され、椎間板再生医療の臨床応用への  ていきたい。   
可能性が示され、骨鴇髭癌性脊椎骨折  
に対する稚体形成怖が低侵襲手技に  
改良された。   低侵襲であることが示唆された。  

大都市隠脳卒中診療  18  20  長寿科学絵  里芋 明元  1）年度毎に脳卒中診療の動向および急  「リハナビ東京」の実用化により、急性  本研究事業の研究代表者、分担研究  「リハナビ東京」が、広域的な診療連携  研究成果を策3回日本海脳卒中医療連   
連携体制の構築－  含研究  性期、回復期、維持期における診療実  期施設は、1）患者の条件に合った施設  者、研究協力者が日本リハビリテーショ  を支援するためのツールとして活用され  携セミナー、第45回日本リハビリテー   
ニーズと資源のマッチ  態の調査を行い、社会情勢の変化に伴  の検索、2）回復期施設の施設用報や  ン医学会診療ガイドライン委員会、リハ  ることにより、これまで連携が希薄で  ション医学会学術集会、第5回東京脳卒   
ング用データベースを  う診療の現状の把握を可能にした。  空床情報の閲覧、3）メールやチャットを  ビリテーション連携パス策定委員会の  あった首都圏に急性期からの切れ目の  中フォーラム、北多摩北部二次保健医   
用いたリハビリテー  2）汀を活用した診療連携支援システム  利用した回復期施設との情報交換が可  委員および執事者として参加し、以下の  ない脳卒中リハ診療連携体制が日常診  環圏診療連携研究会、第19回慶應医   
ション医療連携システ  開発手順のモデルを提案した（実態調  能になり、また、回復期施設は、1）l云院  ガイドラインを発表した。   療圏を基盤に構築され、限られた資源  師会市民公開講座、第2回関東Strok8   
ムの開発と効果の実  査、医療者・利用者に対するアンケート  待ち患者用報の検索、2）患者受け入れ  日本リハビリテーション医学会診療ガイ  を効率よく活用しつつ、介護予防、健康  Teamカンファレンス、第2回干葉地域リ   
証  ロ  l  26  0  16  0  0  0  6                                                                                                         こよる間鴨点の抽出、focus8dm8eting  意思の表明、3）ベッドマネジメントヘの  ドライン委員会、リハビリテーション連携  寿命の延伸、医療経済の効率化に手献  ハビリテーションフォーラム、第4回大都  

によるシステム要件の整理、導入効果  活用が可能になった。さらに、本研究で  パス策定委員全編、脳卒中リハビリ  することが期待される。さらに、他の地  市型脳卒中診療体制構築研究会、にお  
検証プロトコールの作成）。   開発したマッチングシステムと各地域で  テーション連携パス一基本と実践のポイ  域への展開、維持期への展開、患者・  いて発表し、医療福手止関係者、市民へ  
3）成果発表DisabilRehabil誌、国内リハ  運用が開始されている脳卒中地域連携  ント医学暮院、東京、2007。   市民用システムヘの発展を行うことによ  の啓兼活動を行った。また、リハナビ東  
ビリ関係誌、書籍用置卒中リハビリテー  ／くスとの連動を図ることにより、よリス  リ、より汎用性の高い診療連携支援  京のパンフレットおよぴWeb試用版を作  
ション連携パス一基本と実践のボイン  ツールとしての価値が高まると考えられ  
卜、医学暮院）   盤が整えられた。  る。   

療養病床、老人保健  19  20  長寿科学絵  高橋 龍太郎  療養病床・老人保健施設に勤務する医  提供されている一部の医療処置や器具    施設長の施設運営方針や施設を取り巻  高齢者医療・老年医学において主導的   
施設における急性期  含研究  師の志望理由や背tとなる専門性は必  の装着状況は短期間内の死亡と関連  く他の医療機関・施設の整備状況に  な位置を占める日本老年医学会のバネ   
医療の引継ぎ構造と  ずしも高齢者医療に焦点化されておら  がみられたが、医療内容の大半は転帰  よって自宅退院の割合は影響を受けて  ルディスカッションにおいて本研究の結   
スタッフ・デベロップメ  ず、医療とケアを包括的に評価して実  いるようである。現在、療養病床と老人  
ントに関する研究  践していく人材を育成する必要性が示さ  保健施設を利用している簡齢者の特性  0  3  4  0  5  2  0  0  

れた。いち早く高齢社会を向かえた欧  にはかなりの違いがあり、在宅復帰を  
米の現状と比較しても専門医や専門職  進めるにはそれら相違点への対応が必  
の不足に急いで対応することが望まれ  要になってくると思われる。   
る。   
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年度  原著論 文（件）   その他 掃文  

（件）  

研究課唱名  臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  
開l終  和 文  英 文 等  和 文  英 文 等  国 内  国 際   願 取  
始了  

反  
得   

胃痩カテーテル交換  19  20  長寿科学総  鈴木 裕  SkYb山8法は、手技が棲めて簡便で容  SkYblue法が導入された場合、腹腔内  Skyblu8法のエビデンスから、■窪交換  Skyblu¢法が確立することにより、   
における甲内留置の  合研究  易に判断ができることから、内視鏡やレ  誤挿入の可能性があると判断され内規  時の確認方法としての選択枝が増える  1．患者の安全性の確保、   
確認lこ関する研究  ントゲンなどの精密機器を使用すること  ことが期待される。   2．患者の苦痛の軽減、  

なく、  約6．7％であ？たことより、以下の点での  3．患者家族の利便性の向上、  
1．患者の安全性の確保、  効果が期待される。  4．医療従事者（主に医師）の負担軽減、  
2．患者の苦痛の軽減、  ・患者の安全性の確保内視鏡などの  5農済的効果が得られる。  
3．患者家族の利便性の向上、  検査が不要となる、病院までの患者の  この精巣を論文および医師教育セミ  
4．医療従事者（主に医師）の負担軽減、  ナーで啓蒙していく。   
5．経済的効果が得られる。  ・患者の苦痛の軽減内視紛二挿入に  0  0  0  0  0  0  0  0  0  

屈原的にも容易に導入できるシステム  
であることから、社会的意♯は高い。   

る。  
・医療従事者（主に医師）の負担軽減  
内視鏡検壬やレントゲン検査の施行件  
数の減少・精神的ストレスの軽減，経済  
的効果など  

全国的実態調査に墓  18  20  子ども家産  武谷 雄二  本研究班では2006年と08年の2回にわ  わが国の人工妊娠中結実施件数・実施  わが国には公に承認された緊急避妊ピ  本研究班の主テーマである人工妊娠中  本研究班の成果の一部について、国内   
づいた人工妊娠中縮  総合研究  たって、全国の15裁から49歳の男女  率は総数だけでなく20歳末濱について  ルは存在しないが、その作用機序を明  絶の減少にとどまらず、研究班が実施  外のメディアを通じて100件を超える取り   
の減少に向けた包括  3000人を対象とした「男女の生活と意識  も減少傾向が続いている。全国の産婦  らかにするための研究に取り組むこと  した「男女の生活と意識に関する調査」  上げがあった。国外七報道され関心を   
的研究  に関する調査」を実施しているが、これ  人科医を対象とした調査では、中絶減  ができたことは、緊急避妊ピル承認後  結果は、今後の性教育の在り方、新し  向けられた一例を挙げれば、初交開始  

は層化二段無作為抽出法という疫学手  少要因として低用量軽口避妊薬や緊急  の適正使用ガイドラインの作成に際して  い視点に立った少子化対策への重要か  年齢が、「親に対する評価」、（中学生  
法を用いて行われたもので信頼性の高  避妊法の普及を挙げる者が少なくな  も貴重な資料を提供することになる。さ  つ具体的な提言をすることとなった。特  のqの）「朝食摂取」、「親との会指」な  
いデータを得ることができた。これらの  かった。さらに反復中絶を防止するには  らに研究成果を踏まえて作成された「中  に少子化については、本調査結果から  どと関係していること、わが国の少子化  
7  37  34  0  51  3  0  0  16                                                                                                     隅壬結果から、わが匡＝こは人工妊娠中  中絶手術直後からのこれら確実な避妊  絶を繰り返さないための避妊指導の実  は婚姻関係にあるカップルのセックスレ  が性交頻度の少なさと無関係ではない  
絶縁騒音が14．9％、うち反復中絶が  法の指導と提供が必須であると結論づ  践義一確実な避妊のためのQ＆A－」を  ス（1ケ月以上性交が行われていない）  ことなどであった。平成20年11月に千葉  
25．4別こも及んでいること、さらには衛生  けている。とりわけ緊急避妊については  日本産婦人科医会会Åに無料配布す  割合が一段と進行していることを明らか  で開催された第49回日本母性衛生学会  
行政報告例による人工妊娠中絶実施  その作用機序を検討するとともに安全  る予定であり反復中絶の減少がさらに  にしており、従来の少子化対策に加え  学術井会、同月福岡で開催された健や  
件数が正確であることを明らかにできた  性と有効性を明らかにした。今後、これ  加速されるものと思われる。   て男女間のコミュニケーション・スキルを  か親子21全国大会家族計画自由よ会  
意≠は大きい。   らの成果が臨床の場での避妊指導に役  向上させる施策の遂行が期待される。  でシンポジウムが開催され、本研究班  

立つものと確信している。  の成果が発表された。   
乳幼児健診をきっか  18  20  子ども家庭  加藤 則子  世界19か国で有効性が科学的に証明さ  首都恕近郊都市で3歳児健診を受け、  親支援プログラムの地域展開にあたっ  子どものこころの診療医のあり方検討  当該親支援プログラムに関するセミ   
けとした発達障害の  総合研究  れている、発達臨書早期発見支援及び  子どもの間樋行動に悩む親91名に対  ての、人材育成システムを日本になじ  会の答申の中に、コメディカルの人材育  ナーが、斬日新聞によリアナウンスされ   
早期発見支援活動と  児童虐待防止のための親支援プロゲラ  し、親支援プログラム「トリプルP」の中  むようにカスタマイズ出来た。それに必  成が重要であることが指摘されている。  た。これに限らず、多くの普及啓発セミ   
その評価に関する研  ムに関して、日本での有効性につき検  の、レベル4グループトリプルPを行った  要な教材類とマニュアルがすべて和訳  親支援プログラム「トリプルP」が包含す  ナーが行われている。子ども家庭公開   
究  証された。対照群を定めた介入試験に  ところ、親の子育ての状況が良好とな  できたことにより、日本各地で同様の地  る人材育成システムは、すでに日本で  シンポジウムにおいて研究成果が発表  

おいて、標準化された指標を用いて、効  り、親の感じる子どもの問題行動が減  域展開を行うことが可能となった。  運用可能なようにカスタマイズされてい  され、それに先立って、研究成果が教  
果を学術的に裏打ち出来た。これは、  るので、子どものこころの間顎を扱うコメ  2      0  8    0  0  12  

交線周子を調整するための多変圭解析  ディカルの人材育成にすぐさま応用でき  
を行って確認された。   る凸また、どうプログラムのオプションで  

ある小児科開業医のためのセミナーの  
運用によって、小児科医の資質向上に  
も資することができる。   

超少子化時代のわが  18  20  子とも家庭  阿久津 美奈  子宮内膜症発症欄偏について多くの新  培養子宮内陳痘細胞を利用して、新規  「嫡徴授精」生殖医療ガイドラインZOO7  「iPS研究の現状と方向性 シナジス  子宮内膜症の新たな治療法の可能性と   
国における新たな不  総合研究  しい知見を得ることができた。内膜症細  のプロゲステンであるジェノゲストが中・  「最適な不妊治療の選択指針」生殖医  ティツクアプローチの必要性」   して新聞に掲載（毎日新聞H18年度）子   
娃症原因の究明と社  胞の進展に関わるサイトカイン因子、  枢作用機序のみならず子宮内膜症病  療ガイドライン2007   総合科苧学術会議第ヰ7回生命倫理調  ども家庭総合研究事業公開シンポジウ   
会に即した治療シス  ルー17、lし－4、CD44などを明確にするこ  巣局所に作用することを明らかにし局  重合東京．1月31日．2008 ム「安心して子どもを産み、健やかに書   
テムの開発  とができ治環積的分子を明確にするこ  総合科学学術会議第49回生命倫理調  

とができた。子宮内膜症におけるTRAル  査会．東京7月16日．2008 
誘導性アポトーシス抵抗性があり、子宮  
内膜症アポトーシス機構を制御するメカ  22  44  0  0  45    0  0  0  

ニズムを明らかにした。子宮内膜痘が  
腹腔内に進展する足場因子を明らかに  
し、増稚抑制機構の一靖を明らかにし  
た。加齢と卵子の質を解析するシステム  
としてES細胞による解析が有用である  
ことを示した。   
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開終  
始了  和 文  英 文 等  和 文  英 文 等  匡】 内  国 際   願 取  

得   
m  遺伝子診断研究の成果を臨床に還元  小児遺伝学会と連携して遺伝子診断委  医療の均てん化に向けて、高品質かつ  日峰新聞朝刊 日経産業新聞朝刊掲載   

び難治性疾患におけ  総合研究  MAMLDl（CXorf8）の同定と機能解析  する体制が整備されてきた。また、本研  員会を、小児内分泌学会と連携して性  均一な遺伝子診断サービスの実施、お  （新規性分化異常症責任遺伝子CXo什6   
る遺伝子診断法の積  （NatureG8netics2006）、第14染色体  究期間において、きわめて多数の患者  釧ヒ委員会、遺伝子診断予備委員会、  よび、臨床診断や治療方針相談システ  の同定について）2006年11月 緒方勤   
準化と国内実施施設  インプリンティングセンターの同定と各  の遺伝子診断がさなれ、臨床的に大き  希少疾患研究予備委員会を設置した。  ムの整備により、全園の病院・患者に  読売新聞朝刊特集記事2007年2月 臼   
の整備  遺伝子の臨床的役割の解明（Nature  〈羊献した。また、白血病の遺伝子診断  そして、小児遺伝学会から「小児遺伝学  等しく遺伝子診断技術を提供できる基  権新聞朝刊掲載2007年1月（内分泌撹  

Gonotics2008）、骨軟骨僕生における  成果が治療法の選択に応用できるよう  領域lこおいて医学的に臨床的有用性  碇が構築された。細胞遺伝学的診断プ  乱物質感受性ハブロタイプの同定につ  
SLC35Dlの役割の解明（NatLFre   こなった。また、小児期の固形腫瘍に  が確立されている疾患，遺伝学的検査」  ロープの開発を、日本人類遺伝学会臨  いて）緒方勤  

D  72  l  0  0  0  5  0  ロ  
フジャーナルに掲載された。また、本研  検査法の全国的スタンダードを確立し、  発表した。   ナる認定士別遠目積に反映させ、染色  舷、毎日新聞朝刊掲載（第14染色体イ  
究過程において、同定された内分泌撹  国内の医療機関からの依頼に対応可  体微細欠失症候群の最新の概念を認  ンプリンティング領域の異常による疾  
乱物質感受性ハブロタイプの同定は、  定士教育に利用する予定である。現在  
世界初の成果の1つである。   進められている遺伝カウンセラーの養  

成において、具体的ニーズを明確にす  
ると期待される。   第52回人類遺伝学会   

Ⅱ  
死亡の分析と提言に  総合研究   去1年間の出産届とのリンケージ調査で  国会厚生労働委員会で答弁の資料と  前より半減し、世界トップクラスとなった  
関する研究   公表の妊産婦死亡率よりも少土、くとも   2ホームヘーン：わが国の妊産婦死亡の  」とは、本研究班の最大の成果である。  

35†i多くの死亡（主に間接産科的死亡）  2，平成18年の妊娠間遠の脳血管障害   調査と評価に関するモデル事業を立ち   
が起こっている事を明らかにした。  の全国調査を行い公表した。   上げた亡   連携モデルに着手していたが医政局主  例の受け入れ困難な事例は 社会的に  
2．「わが国の妊産婦死亡の調査と評価  3．多くの幼児死亡が地域の小規模施設  3ホームページ：母体の危機的状況への  催「周産期医療と救急医療の確保と連  不安をおよぽしたが 本研究班から生  
に関するモデル事業」を行い診療行為  で死亡していた。4   対応一症例と最近の知見－を立ち上げ  まれたデータは、適切な対策を立案す  

た。   3妊娠関連の脳血管障害発生の全国  るために多いに役立った。  
検討し業務上過失到死的な事柄と教育  あり、地域差が存在した。  3  l  6  ■  8  0  0  6  3  
的改善点とは別に述べる必要が判明し  5．先天異常などの新生児関連疾患は全  データとなった。   的に必要なことが社会的に受け入れら  
た。  ての死亡の27％であったが、6％のみが  4」－5歳の死亡例の実態から小児救急  
3．平成元年から16年間に剖検輯矧こ  医療休制に関して小児救命救急施設に  
厳った193例の妊産婦死亡の解析しこ  集約することを横言。  
れを基にu妊産婦死亡に対する病理検  5．「持ち越し症例」はわずかであり現在  
査および解剖ガイドライン（案）」を作成し  行われている新生児医療の妥当性を証  
た。  あり、今後の研究が必要と考えられた。  明。   

分娩拠点病院の創設 と2  18  20  子とも家庭   同村 州博   

産科次医療圏の  総合研究  ガイドラインに基づいた、診療マニュア  と診療所間、また助産師外来との仰の  い、また、女性医師の増加と相まって、  大医療捷供体制検討委員会を2回開催   
設定による産科医師  ルを作製することにより、地域連携のク  連携を囲るために、診療ノートを作製  産科に対する医師のワークフォースは  した。地方の産科医療の現状を把握す   
の集中化モデル事業  リニカルパスを作製した。これにより、  し、診療の共有を図った。また、周産期  権矧こ落ちている。特に、東北北海道  ることができた。第一回は公開とし「わ  

臨床レベルの標準化が図られた。  医療地域パスの一環として「診療マニユ  
アル」を作製し、医療の標準化を園つ  
た。これにより、診療所と拠点病院の役  
割分担を明確にし、また救急の対応も  D  0  0  0  0  0  0  0  

確立した。   おける分娩拠点病院の創出と医師の1  
約化は是非とも免れないところである。  
また、医療安全、医師教育の観点から  
も重要である。本研究ではこのような事  
情を鑑みて、将来あるべき周産期医療  
システムモデルを構築し、実践した。   

「 ノ‾   
するための母子保健   総合研究   症等の身体的影響等について知識の   
情報の利活用および  ある高校生の割合」に関する研究で新  れていたが、本研究では学校保健の視  春期の性に関する指標、小児の事故に  を解説した。   3月6日）にて本研究の成果を発表した   
思春期やせ症防士の  しい指積を開発した。これは高校生に対  点から「思春期やせ症予防啓発のため  関する指標などを提言し、健やか親子2  また 平成21年1月8白に 母子保健シ   
ための学校保健との  して十分な妥当性が担保された指標で  のマニュアル」を作成した。これは現場  1の新しい指標として採用された。学校  ンポジウム「知ろう・縛ろう 健やか親子   
連携によるシステム  ある。母子保健什毒引こ関するモニタノン  の養謹教諭の協力を得て、「知る」「見  教育現場で活用するための「思春期や  21と乳幼児健診」を愛知県において開   
構築に関する研究  グシステムはわが盈初の評価解析機能  漉すJ「気づく」「支える」の4つの側面か  せ症予防啓発のためのマニュアル」を  ロ  ロ  8  0  22  0  0  l  「0  

をもつソフトウエアを内在し、保健所、蔀  た。さらに、健やか親子2岬公式ホーム  
道府県など広域での評価に有用である  ページを運用し57万件のアクセスがあ  
ことを検証した。   た。   リ、行政の母子保健関係者のみでなく、  

一般市民への母子保健に関する情報  
提供ツールとして確立した。   
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開柊  願  

始了  
和 文  英 文 等  和 文  英 文 等  匡l 内  国 降    鞄  

得   
生活習慣改善による  18  20  第3次対が  津金 昌一郎  わが国は、疾病予防を推進するための  本研究の成果はがん患者の具体的診  本研究において実施した、生活習慣と  本研究において実施した生活習慣とが  本研究によって得られた知見は、研究   
がん予防法の開発に  ん総合戦略  日本人のエビデンスが不足しており、既  療に役立つものではないが、本研究に  がんとの関連に関する文献レビューに  んとの関連に関する科学的証拠の評価  班において開設したホームページに掲   
関する研究  研究  存のがん予防の指針や勧告が必ずしも  おいて開発された効果的・効率的な生  基づく科学的・客観的視点からの評価  判定結果と関連の大きさについての具  厳して、国民への積極的な情報還元を  

現代の日本人に適用できる保障はな  活習慣改善によるがん予防法が、国民  判定と関連の大きさの具体的数値、及  体的数値は、わが国の今後のがん予防  囲っている。「日本人のためのがん予防  
かった。本研究では主要な生活習≠と  に普及し、具体的に実践されれば、－  び国際的ながん予防に関する評価やガ  施策を具体的に進めていく上で不可欠  法」については、国立がんセンターがん  
がんとの関連について、日本人を対象  部の国民が、がんになるのを未然に防  イドラインを踏まえ、喫煙、飲酒、食事、  な、極めて重要な基礎資朋となる。  情報サービスでも公開している。また、  
とした疫学研究の系統的レビューに墓  身体活動、体形、感染の6項日から構成  個別の知見については、飲酒と大腸が  
づき、因果関係の有無を科学的・客観  されるガイドライン「日本人のためのが  0  n  0  0  46  6  0  0  2  
的視点から総合的に評価判定し，関係  ん予防法」を開発した。  の4分の1が飲酒に起因するものと推  
を認めた場合にはメタ・アナリシスによ  定され、日本人は欧米人に比べ飲酒に  
り影響の大きさを具体的数檀で示した。  よって大腸がんリスクがtまりやすいこ  
これらの成果は、日本人にとって効果  とが示唆された結果については、新聞  
的・効率的な生活習慣改善によるがん  を含む複数のメディアに取り上げられ  
予防の具体的方法を考案するための科  た。   
学的よ盤になった。   

たばこ規制枠縮条約  18  20  第さ次対が  遠藤 治  喫煙装置を用いたタール中の発がん関  喫煙者の喫煙行動と曝露／くイオマー  WHOFCTC第9彙に基づいて進められ  平成20年3月26日より平成21年3月4日  平成19年5月31日東京都千代田区サイ   
に基づく有害化学物  ん総合l粗略  遺物質測定結果から“低タール’’と表示  カーを鞠壬する「アジア太平洋たばこ研  ているたばこ製品の含有物及び排出物  に開催された「受動喫煙防止対策のあ  エンスホールで開催された世界禁煙   
質等の新しい国際欄  研究  されているたばこであってもヒトへの曝  究」に参加し、低ニコチンたばこ喫煙者  の新しい国際標準化言式験法に関する研  り方に関する検討会」（事務局：厚生労  デー記念シンポジウムにおいて、研究   
準化試験法に関する  露量やリスクの低減には必ずしも結び  の方が代償性喫煙により総吸煙童が増  究室ネットワーク（TobLabNot）を通じ  働省健康局総務課生活習慣病対策室）  代表者遠藤治が「たばこの煙の有害性   
研究  つかないことや、喫煙者の喫煙行動と  加し、有害物質をより多く摂取している  て、共通のたばこ試料を用いて測定手  構成員として研究代表者遠藤治が参画  と諸外国の動向」について講演を行い、  

曝露／くイオマーカーの研究から低こコ  可能性が高いことなどを明らかにした。  法の比較を行うラウンドロビン研究に参  し、たばこ煙中の有害化学物質等に関  またパネル討論「受動喫煙対策につい  
l  l  2  0  8  ■  0  2  ■                                                                                        テンたばこ喫煙者の方が代償性喫煙に  バイオマーカーを用いる手法は、煤煙  加、評価基準をクリアし、測定法バリ  する資料提供を行うとともに討議に参加  て」にパネリストとして参加した。講演内  
より総吸煙壬が増加し、有害物質をより  した。   容については日本禁煙医師連盟通信  
多く摂取している可能性が高いことなど  TobLabN8t関連の国際会議に研究代表  （Vo‡．16．No．3，2007）に発表した。   
を明らかにし、国内外の学術誌・学会に  者遠藤治、分担研究者鈴木元、同稲葉  
公表した。   洋平が参加した。  

標準的検診法と精度  18  20  第3次対が  斉藤 博  死亡率減少が実現できるがん検診精億  実効性のある精度管理傭制の構築によ  H18年から検討してきたがん検診車業  検診実施体制評価指標としてのCLの完  楕準化耳定法による全国の受診率を、   
管理や医凛腰腐的効  ん総合戦略  t理体制積農の為下記成果が得られ  り、がん検診の質の向上と均てん化が  評価のためのチェツクリスト（Cし：がん検  成によりがん対策推進基本計画におけ  国立がんセンターがん対策用報セン   
臭に関する研究  研究  た。がん検診日櫻達成度の標準として  図れ、早期発見の効果が増強される。  診実施体制に関わる精度管理指楕）を、  る個別目標の達成度の評価が可能と  ターHPにて公開した。市町村の検診輝  

プロセス指標の許容値・目標価設定、  すなわちがん検診の精度向上によりそ  5がんについて纏めた。（H20年3月24  なった。今後CLを活用し、全国市町村  度管理を支援する為のツール（稗検緒  
又実施体制はチエッグノスト（CL）の作成  れ以前に比べ、より多くの救命可能な  日、∬労省がん検診手業評価委員会の  のがん検診実施体制を把握／評価でき  果通知／把握様式、受診勧奨文暮や受  
により、精度管理標準が初めて設定さ  がんが効率よく拾い上げられ、その後  基礎資料として提出）上記のCLについ  る。地域保健・健康増進事業報告の集  診者への説明文暮）を作成し、同セン  
れた。優良な検診機関選定の基準とな  の稚検による診断及び治療の効果が最  て、適切性評価や回答基準の積準化を  計精度向上の為に、♯計時期の延長、  ター検診研究部HPにて公開した。検診  
る必須項目群を決定した。データ♯計  大化されると期待できる。   0  37  89  3  78  38  0  6  75                                                                                                         行なった。優良な検診檀関の選定基準  先計項巳の追加、一部の項目の再定義  精度管理についての啓発活動として、  
の標準化の為、W8b上での集書卜分析  を検討し、「仕様書に明記すべき最低限  こついて検討し、H20年度以降の健康  都道府県／市町村に対する講演を実施  
が可能なデータ入力システムを確立し  の精度管理項目」として鳩めた（上記垂  増進手業報告様式に反映され、報告の  した。また、集計精度向上の為に開発し  
た。よ計方式を受診者数（翌年5月期限）  員会の基礎資料として提出した）。これ  精度向上が見込める。チェックリスト及  た入力システムは、既に2県で利用され  
と精検結果（翌々年5月期限）の2段階  まで市町村により未練－だった受診率  び新たな事業報告様式は、rがん予防  ている。プロセス指積の敵情巨積や  
に改訂し、大幅な精度向上が可能に  の斉定法を標準化した。（上記委員会の  重点健康教育及びがん検診実施のた  チェックリスト実施状況による市町村毎  
なった。受診率の標準的計貫法を決定  基礎資料として提出）   めの指針に反映された。   の評価手法を、今後開発予定である。   
しナ＝。  

新しい診断機器の検  18  20  第3次対が  斎藤 豊  狭帯域分光内視鏡（NBI）の咽頭・食道癌  第2次対がん総合戦略研究事業で開発  上記各種の新しい診断機儒は一般に高  「第3次対がん10か年総合職時手業」   
診への応用とこれらを  ん総合粗略  診断に対する有用性が多施設無作為  されたNβⅠ内視鏡が、第3次対がん総合  価で、健常者を対tとした検診に投入  の一環として第22回国際がん研究シン   
用いた診断精度の向  研究  化比較試験により証明された。今まで  戦略研究で臨床的有用性が証明され、  するには経済面での妥当性を検証する  ポジウム（2009年5月18日－20日開催   
上に関する研究  発見困難であった予後不良の咽頭・食  国内・海外で市販化されるにいたった。  必要がある。そこで各種の新しい診断  予定）で頭頚部がん・食道がんの最近  

遺癌の早期発見が容易になり、機能温  カプセル内視鏡は、被横着の苦痛が少  機器の開発で明らかになってくる成績を  の進歩をテーマとして取り上げる。当班  
存といった患者にメリットのある治療が  なく、検査者の技術が不要のため検診  用い、モデル分析の手法を用いて、檎  におけるP【丁やNBIをはじめとした新し  
可能になる。これまで内視鏡診断精度  への応用が期待される。小腸用カブセ  診に投入した場合の効果予測や医療経  い診断機器の開発・臨床の成果により  
に関する前向きな評価はなされたこと  ル以外に、食道・大腸用のカプセル内  98  50  20  26  180  48  l  0  0                                                                                                     済学的な間堰点を明らかにした。また画  頭頚部・食道早期がん発見例の増加に  
が少なく、ネ研究がエビデンス作成に大  禎鋏も欧米で実用化されており消化管  像強調内視鏡の有用性が明らかになれ  より頭頚部・食道がんの診僚が大きく蛮  
きく文献すると期待される。N8は表面  ば生検が減り，発見効率の向上およぴ  
型大腸旺瘍の発見にも寄与する可能性  披験竜．締着．病理医コストすべての負  
が剛ot試験で示唆され、多施設前向き  担の軽減に連ながる 
試験が承認されエシトリーが開始されて  
いる。   発を行い検診への応用の可能性が期  

持された。  
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年度  原著論 文（件）   その他 論文  

（件）  

研究課題名  研究事業 名  研究者代表 者氏名  専門的・学術的観点からの成果   臨床的観点からの成果   ガイドライン事の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  
開終  和  
始了  文  英 文 等  和 文  英 文 等  国 内  国 際   岸 取  

得   
がん検診に有用な斬  18  20  第3次対が  山田 哲司  全国7施設の参加する多施設共同研究  無症状の段階でがんを発見し、早期に  平成18年度 独立行政法人 産業技  Dr．L88Hartw811（ノーベル賞受賞者）が  以下のとおりメディア等で取り上げられ   
しい腫瘍マーカーの  ん総合職略  こて、血幣の精密質量分析法による膵  治療を開始することでがんの治療成績  術総合研究所「次世代創業支援技術に  主催する国際バイオマーカーディスカバ  た。   
開発  研究  がんの早期診断法の診断能について  の向上できることは論を待たない。しか  関する調査」平成19年度 創薬プロテ  リーコンソーシアム一口t8rnationalCancer  がんを治す完全ガイド（平成18年8月20  

大規模な検証実験を行い、良好な成績  しがん検診受診率は低く、また膵がん  オームファウト」－「アド／くイザリーボー  βiomark針DiscoveけConsorl山m  日）、朝日新聞（平成18年9月6日）、日  
がえられたゥこの研究成果を臨床応用  のように検診方法が確立していない疾  ド」日本ヒトプロテオーム機構（JHUPO）  （ICBC）へ日本チームとしては初めて参  本経済新聞（平成18年9月15日）、NHK  
するためには、臨床検査室でルーチン  恵も多い。非浸襲的に得られる血清あ  第8回大会第6回日本臨床プロテオー  加が詑められた。このコンソーシアムは  テレビ（平成18年10月8日）、朝日新聞  
こ使用できる操作や調整が容易で、安  るいは血策を検体に用い、精密検査を  ム研究会の連合大会主催（予定）  世界各国からがんの早期診断や個別  （平成柑年10月9日）、日本経済斬間  
価であるが定童性・再現性が高く、多数  行うべき症例を効率良く絞るプレスク  0  n  28  Z  71  26  14  0  0                                                                                                           化治療のための／くイオマーカー開発に  （平成19年6月8日）、化学工業日報（平  
検体の測定が自動化された医療用の賢  リーニングに使用できる腫瘍マーカー  関する専門家が参加し、プロテオーム  成19年6月1†日）、電波新W（平成19年  
量分析機が必要である。   が開発できれば、がんの早期発見率を  解析技術などについて情報を交換して  

向上させられるのみならず、検診費用  いる。   月9日）、週刊朝日（平成20年8月29日）  
の削減や地方への均てん化が期待でき  、科学新聞（平成20年10月24日）   
る。  

／くイオマーカーを導入  18  20  第3次対が  戸井 雅和  原発性乳癌に対する集学的で効率的な  原発性乳癌の新しい診療アルゴリズム  診療アルゴリズムの普及を目的として、  医療経済効率性の観点から、21遺伝子  一連の成果は国内外の学会のシンポジ   
した原発性乳癌の集  ん総合戦略  診療アルゴリズムの開発を目的として  を構築した。遺伝子シグナチャー、病理  国内の専門家による会書暮を行い、有用  シグナチャー導入による効果、HERZ検  ウム等でとりあげられ、特別講演、招言責   
学的治療アルゴリズ  研究  研究を遂行、以下の成果を得た。診療  組織化学的マーカーを加え、化学療法  性、課頓を検討、さらに国内外の乳癌  乗と抗HER2療法の経済的側面からの  講演も多数行った。メディアの注目度も   
ムの繊築と意思決定  上の主要な意思決定過程の定式化を  の効果に関する予測性の向上、ホルモ  専門家によるコンセンサス形成を目的  分析、ホルモン療法による乳癌化学予  高く、医学系メディアだけでなく一般メ   
過程の定式化に関す  行い、機械学習モデルを開発、赤い予  ン療法の効果の予測性の向上を図り、  とする国際コンセンサス会議を企画、  防の効率性評価、第3世代化学療法時  ディアにおいても様々な形でとりあげら   
る研究  測精度と汎用性を持つ予測モデルを構  生存治療成績の向上と00Lの向上を同  ZOO9年4月に開催する。乳房局所の制  のG－CSF予防的投与の効率性の評価  れた。新規診療アルゴリズムの臨床応  

築した。ホルモン療法、化学療法、抗  時に図れるように工夫した。さらに、大  御、全身療法の適応、全身療法施行時  等を行い、いずれにおいても生存治療  用の観点から乳癌の診療従事者を主対  
4  10  39  9  44  6  0  0  0                                                                                                        H∈R2療法の効果予測と治療効果モニタ  規模診療データベースの構築、システ  の局所療法を中心課甥lこ専門家による  成絹を向上すると同時に医療財政的効  象にしたシンポジウム、講演会を行つ       リングに関して新規マ 

ーカーを研究、同  ム化、診療アルゴリズムの鴎床応用を  様々な検討を行っており、金言‡において  率性を高め、運用によっては財政支出  た。乳癌の患者ならびに一般市民を対  
定、精製した。リン酸化ペプチドプロテ  目的とするユーザーインターフェイスの  ま具体的なコンセンサスの形成を行う。  削減にもつながる可能性を明らかにし  象にした公開シンポジムで、研究成果  
オミクス法を用いた乳癌細胞リン酸化サ  開発を行った。杭H［R2療法の耐性捜序  成果に関しては国内外に公開、発表を  た。特に、バイオマーカーの導入は予後  について発表し、啓蒙的な活動を行つ  
イトダイナミクス研究を新たに展開した。  予定している。   た。  
初期浸潤、血管新生の新規マーカー候  る方策になると考えられた。   
輔を見出した。   

希少がん（悪性脳裡  18  20  第3次対が  成田 善孝  悪性脳腫瘍Glioma（神経膵腫）の予後  TRIシステムにより、治療を行った過去  マイクロアレイの解析結果から、膠芽腫  TRIシステムを構築する悪性脳腫瘍の  髄液蛋白のプロテオミクス解析法（2D－   
癌）の個別適正化治  ん総合戦略  改善を目的として、患者背景，画像情  の症例や遺伝子・蛋白研究を無駄にす  ではMGMT遺伝子の発現の低いアルキ  マイクロアレイデータベースは国内最大  DID【）を確立し、中枢神経系悪性リンパ   
療のためのTRI（Tran  研究  報・病理情報・マイクロアレイを用いた  ることなく、網羅的に収よ・蓄積された  ル化剤抵抗性の症例においては、血管  であり、今後蓄積されたデータを広く公  腫の髄液中の診断マーカーとして   
sIatjonalRosoarch  網羅的な遺伝子発現プロファイル・プロ  臨床および遺伝子・病理などの／くイオ  新生因子が高発現していることが明ら  補し、様々なgliomaの新しい診断▼治療  SoIubIelL－2－R・IL－10・VCAM－1などが   
Informatics）システ  テオームデータ・治療案善果などの質の  情報を長期にわたり基盤的に蓄積可能  かとなった。今後膠芽腫の治療につい  法の開発に活用されることが期待され  有用であることが明かとなり、今後診断   
ムの構築  高い臨床情報を収集した統合化データ  となった。TRlシステムは症例♯聖の  ては標準治療薬であるt8mOZOlom】d8だ  る。   20  30  9  9  30  10  Z  ■  5                                                                                  ＝応用できる可能性がある。髄液窒  

ベース【T剛システム］を作成した。丁剛シ  データベースとしても利用することがで  ナでなく、血管新生因子隕害薬が必要  白のプロテオーム解析技術は、R置腫瘍  
ステムを構築する悪性脳裡癌のマイク  き、過去の症例をもとに新規症例の治  であると考えられ、これらの併用療法に  の診断・治療だけでなく、難治性神経内  
ロアレイデータベースは国内最大であ  よる臨床試験を行うこととなった。  科疾患の診断・治療への応用も期待さ  
る。   れる。   

レトロウイルス技術に  特になし   特になし   
よる癌抗原の細胞表  ん総合戦時  SSTクローンをマウスに直接免疫するこ  
面上カタログ化と癌の  研究   とによって、モノクローナル抗体を簡便  
診断治療への応用   かつ網羅的に樹立できることが確認で  

きた。がん細胞が発現する隣室白質、  
分泌蛋白質34様に対しモノクローナル  
抗体を作成したが、すべての抗体が細  0  31  7    9  5  0  0  0   

胞上に発現している自然な形の膜蛋白  
賞を認識した。また、細胞に増殖抑制な  
どの機能を有する機能抗体である確率  
が予想以上に高いことが判明した   
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年度  原著論 文（件）   その他 論文  

（件）  

研究課題名  研究事業 名  研究者代表 者氏名  書門的・学術的観点からの成果   臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開終  
始了  和 文  英 文 等  和 文  英 文 等  国 内  国 際   顧 取  

得   
がん羅患・死亡動向  18  20  第3次対が  祖父江 友孝  地域がん登録標準化を大きく推進した。  国立がんセンター中央病院の院内がん  特になし   地域がん登録推進の取り組みが、多数   
の菓態把握の研究  ん総合戦略  具体的には、研究班で定めた第3次対  取り上げられ、がん対策のために地域  

研究  がん10年間で達成すべき「目標」と現段  がん登録の整備が急務である旨が紹  
将において達成されるべき「基準」を踏  介された。（H188／13神奈川新聞、  
まえて、地域がん登録の標準方式の昔  8／13日本経済新聞、8／30産経新聞、  
及を、地域がん登録標準データベース  9／2山形新間、9／15朝日新蘭、9／18毎  
システムの導入と併せて進めた。さら  日新間、10／12ModicalTribun8、H19  
に、国立がんセンターがん対策情報セ  42  85  n  3  82  72  0  0  17  
ンターのがんサーベイランス機能を大  5／25読売新聞、5／31毎日新聞、6／4毎  
時に強化することができた。全国がん曜  日新間、H201／8日本経済新聞、2／24  
患数・率の推計やがん死亡率の動向分  読売新間（大阪）、10／12日木柱済新  
析を実施し、結果を公表することで、が  聞、11／18朝日新聞、12／2毎日新聞）   
ん対策行政、がん研究に関わる専門家  
に対して有用な情報を提供した。   

什報工学等の連携に  18  20  第3次対が  中田 書規  国民・患者の医療リテラシー向上と患者  臨床的にはがん患者が什報源としてイ  患者向け麻酔説明○－l8arni叩を開発し  本研究結果より情報工学との連携によ  事門学会や論文発表とともに、アエラ・   
よる国民・患者のリテ  ん総合戦略  の納得形成を目的とする本研究では、  ンターネットをどのように利用しているか  た。患者での実用試験及びインターネッ  る患者・国民の医療リテラシーを向上さ  産経新聞・日経βPなどで本研究の一部   
ラシー向上に関する  研究  情報工学との連掛こよって医療の効率  を具体的に検証した。また患者向け蘇  ト上での各書門号の評価を1計して鞄  せることで、昨今間鴨の医輌不足や医  が紹介された。   
研究  化・医療資源の有効配分が可能となる  師の過王労働、また増加する医療訴訟  

ことが証明できた。具体的にはインター  への解決の糸口となることが示唆され  2  2  0  0  5  9  0  0  0  

ネット什報の貫の検証や患者向け麻酔  た。   
説明○－k那加ngの開発などの成果を挙  
げた。   

早期Rがん内視鏡切  19  之0  第3次対が  小林 寿光  早期胃がんの内視鏡的切除において、  本研究の目的は、磁気アンカー機器装  次世代医僚機器評価指標策定事業（陣  高度医療評価制度等の薬事承認㈲億  本邦の疾患として世界的に多い胃がん   
除用磁気アンカー機  ん総合戦略  手術の助手のように病変を固定、牽引  置が臨床の現場で安全かつ適切、容易  生労働省）医療機器審査ガイドライン  の進捗を素早く取り入れ、研究全体をそ  治動こおいて、本邦の医療機器として   
器装置の臨床標準化  研究  して切除を補助する磁気アンカー機器  に使用できるように期先を行うものであ  WGのナビゲーション医療（医療ロボット）  の進捗に合わせて臨機応変に促進する  世界的に強い内視鏡を使用して行う、   
装置の開発に関する  装置を、臨床の現場で安全かつ適切、  る。研究開発という点では、庵床応用の  における平成18年度の調査研究成果  等、行政的な変化を紺＝念矧こ置き、  本邦で開発された画期的手術代替手技   
研究  容易に使用するための開発であり、高  可能性がある要素技術の開発の方が  報告暮のマトリクス概念を使用して、磁  変化を前提に研究開発を進め、その緒  である内視鏡的粘蹟下層到＃術を支援  

産医療評価制度を念頭に置いて研究促  成果を出しやすいが、敢えて機器媒置  気誘導手術補助具に関する審査基準  果、標準化という本来の目積が見える  する、全く新たな概念でその効果が明  
遺した緒果、臨床欄準化用機器装置を  を磨き上げる地道な開発で実際の臨床  試薬を作成し、平成19年度の次世代医  段憎まで開発ができた例である。また  味な磁気誘導医療の臨床標射ヒ用装  
0  2  0  0  0  0  9  0  0                                                                                                       早期に開発することができた。本研究  技術化を図るものである。高度医療評  僚機器評価指標検討会（厚生労働省）の  利益相反の概念に配慮して評価者を敢  置の開発であるなど、本邦の疾患の特  
は磁気誘導医療という新たな概念の具  価制度の施行もあり、臨床標準化が見  ナビゲーション医療（手術ロボット〉第二  えて開発者以外に求め、更に公的な研  異性や高度な贋療技術、強い医療機器  
現化であり、磁気の動力としての効果  えるところまで開発され、充分な成果の  分野（軟組織対象）、書生ガイドライン策  究黄の適正使用を社会情勢lこも配慮し  を組み合わせた、革新的な機器間発と  
が明確に確認でき、医療における新た  ある研究と考えられる。この装置の標準  定ワーキンググループの会甜に提出し  て充分考慮することで、研究を促進して  その臨床化開発であり、本邦における  
な動力源の獲得と、磁気の新たな活用  化により、開腹手術を回避できる患者  て協譲された。同試案は、同ワーキング  短縮し、敢えて公的資金の援助から研  研究開発として書い意義があると共に、  
領域の獲得として、重要な意義があると  の増加が期待され、社会的にも高い意  グループの平成19年皮相名書で参考  究者の努力に変更するなど、行政的に  米国における特許も取得しているなど、  
考えられる。   丘があると考えられる。   資料として確認できる。   も適切な研究遂行を例示したと考えら  

れる。   と考えられる。   
症例登録を踏まえた  特になし   特になし   
病院共通のコン  究   遺を図り、各穫症例登録事業を円滑に  
ピュータシステムの開  行うため、病院情報システムに蓄積され  
発とコストに関する研  るデータから症例登録に必要なデータ  
究   を効率的・効果的に抽出する汎用的な  

症例登録システムを開発した。本研究  
班で開発した汎用症例登錬システム  

8  10  0  0  9  8  0  0  0   

は、複数の臓器がん登録データを一元  
的に管理できることを示した。   データ共有を促進し、相互運用性を高  

め、所謂、多五入力の労力を軽減でき  
る可能性がある。   

症例登録を踏まえた  18  20  がんl温床研  

病院共通のコン  究   る拠点病院傾内がん登録の標準登録  と連携してデータの取得更新を行い、ま  標準登録項目が国内のHL’標準化団体  策基本計画の中にがん診療連携拠点  際がんシンポジウムを開催し、院内が   
ピュータシステム開発  項目を利用するためのXML規格をHし7  た項目を自由に追加することにより隋  に捷来され、承徳を受けた。   病院の院内がん登録の推進が位置づ  ん登級を基盤とした臨床研究の研究会   
とコストに関する研究  互換のCDAR2様式に従って作成し、実  けられ、本研究班で開発された院内が  

用化のための相互変換ソフトウェアを作  ん登錆システムを導入した地域がん診  
成公開した。   力鴇間での実用に供している。  療連携拠点病院の院内がん登録データ  

0  0  8  4  0  0  0    Z  

を収集解析した医療圏分析の緒臭がが  
ん診療の均てん化資料として用いられ  
た。   

34  

れ
 
 
 



年度  原著鵠 文（件）   その他 論文  

（件）  

研究課増名  研究事業  名  研究者代表 者氏名  専門的・学術的観点からの成果   臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  
聞終  
始了  和 文  英 文  

等   
得   

在宅直の早期参加に  18  20  がん臨床研  渡辺 敏  「在宅緩和医療の推進」、およびそれへ  がん治療施設において一般診療科と緩  在宅緩和医療推進を目的とした活動の  現時点では特になし   
よる在宅緩和医療推  の「在宅医の早期参加」に関するシステ  なかで、在宅訪問の際の駐車違反の緩  
進に関する研究  ム構築間違の研究である。学術性要素  和に閲し、千葉在宅医懇話会で論議さ  

は少ない。専門性については、在宅緩  れ、関係団体へ要望暮が提出された。   
和医療の推進に関して、がん治療側で  
ある千葉県がんセンターの緩和医療供  0  0  3g  2  34  0  0  0  0  

総体制の進化、在宅医側の受け入れ体  
勢積築の良質化、など成果が認められ  
た。   図して看取りバンプレットが作成され、  

有効に活用された。  

在宅医の早期参加に  18  20  がん臨床研   江口研二  
よる在宅緩和医療推  究  宅緩和医療を推進するために必要な連  地域連携の体制として、1）がん診療拠  い、普段からの連携がなく地域医療連  環を推進するために必要な連携システ  療を推進するために必要な違欄システ   
並に関する研究  携システムを検討した。診療グループ内  点病院主導型、2）地域医師会主導型、  携のネットワークが機能していない、在  ムのあり方を討言義した公開シンポジウ  ムのあり方を討言義した公開シンポジウ  

の機能効率化に供する患者情報共有汀  3）在宅緩和医療専門医師主導型の3  宅医療側のスタッフのリソースに乏しい  ムでは、上記の具体的な内容につき意  ムでは、上記の具体的な内容につき意  
システムについて実地診療での課題と  つのモデルに大別された。グループの  というような障害がある．本研究班で  見交換をおこなった。（国際交流会館  見交換をおこなった。（国際交流会館  
改善点をまとめた．広範な複数地域医  円滑な運営には、緩和医療l二精通し、  ま、早期からの在宅療養を進める上に  H21年1月築地）本研究班報告所冊子  H21年1月築地）  
僚機関をカバーするシステム運用に  多職種スタッフのコンダクターとしての  必要な、在宅医の早期参加のための最  こシンポジウム記録を集録した。地域特  
は、職檀横断的な地域組織をつなぐ情  0  0  0  0  0  0  0  0  0  

報インフラの整備と情報共有のための  
医療介護関係マスターの標準化が必要  
であることが明らかになった。   また、医療・介護機関・調剤薬局・福祉  

関係者等の定期的な連絡会譲でお互  
いの頻の見える関係を楕草する必要が  
ある。   

∈ヨ   
態の把握と診断法、  データの登録と、一般市民の間でのア  ま、例数的にはまだ不十分で診断治療  低維量CTでの胸膜肥厚異に対する診  の病理専門医により最終的に診断され  ていることに関しては アスベストによる   
治療法の確立に閲す  スベスト吸入の影響を調査するためにX  こ関する新たな知見を得るには至らな  断基準は存在していないためlこ、まだ  るので、アスベスト関連の障害に対する  健康被害の実態も含めて 国立がんセ   
る研究  繰と低線量CTによる検診を行ってい  かった。一般市民に関する検診では、ア  すべての判定が終了していないので公  臨家的な補償の可否に対しても参考に  ンターでのホームページで公的してい  

る。       る。症例のデータ集積と分析は班研究  スベスト吸入による胸膜肥厚斑の検出  表していないが、研究班内部での娼あ  することが可能になる。また市民検診の  
終了後も学会などで継続して行う必要  
がるが、その事用のソフトの開発を行  が明らかになれば、重点的な検診施行  
い、その基礎となる方式を確立した点が  地区の絞り込みも可能なり、医療費源  3  6    3    6  0  0  0  

評価されると考える。一般市民に対する  の有効活用にも兼献できる。   
検診では、今回受診者の経済的な負担  
なしに行ったが、このような方式の検診  
の研究は本邦では初めてであり、研究  
方法の確立にも寄与することができた。   

て－わー  
欠な症例登録を推進  究   数を比較することにより患者動態調査を  者動態に関する基礎的データの構築に  発を目指したものではない。しかしなが  がん患者動態に関する基礎的データを  こ症例登録を行う必要がある この実   
するための患者動態  連行した。関連学会にて成果を発表し  寄与した。がん症例登録を効果的に実  ら、本研究班の成果はがん患者動態に  提供した。これの成果はがん症例登録  現のためには患者一地元医療機関一中   
に関する研究  た。造血幹細胞移植の地域差や抗がん  施するためには地域の実情を個別に考  ついて基礎的データベースの構築に寄  を円滑に推進する際の制度設計に羊献  核医療機関に対する効果的な什報共  

剤開発に関するt近の傾向を分析し、  慮することが重要であることが明らかと  与するものと考えられる。特に、がん症  するものと考えられる。特に患者分布と  有が重要である。研究の先行した徳島  
ロ  6  0  0  5  l  0  0  l                                                                       関連学会にて発表し、学術論文として  なった。さらに、がん臨床研究の推進の  例登録そのものを定義するガイドライン  中核医療機関の分布は地域毎に固有  県lこおいて本研究班の成果を新聞紙上       公表した 

。医療情報の伝達に閲し、臨  ために、患者†地元医療機関一中核医療  ではなく、がん症例登録を実施するため  の特徴を有し、このような各地域の実什  こて公表した（徳島新聞平成20年2月24  
床試験に関する新聞報道について分析  機関間の円滑な情報伝達が必要であ  の制度設計に関連するガイドライン作  をもとにがん症例登録の行政的枠組み  日）。  
し学術踊文として発表した。   り、それぞれの階層を対象とした調査に  

より固有に有する課傾が明らかとなっ  
た。   
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年度  原著論 文（件）   その他 論文  

（件）  

研究課職名  研究事業 名  臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  
開終  
始了  和 文  英 文 等  和 文  英 文 等  国 内  国 際   岸 取  

得   
（   本研究による治験成績は、今後、治験  

する乳がんに対する  究  型治験を8施設が参加する多施設共同  薬提供者により、HER2過剰発現乳癌に  
術前Trastuzumab化  試験として実施した。平成19年3月27日  対するトラスツズマフの効能・効果の追  
学療法のランダム化  に登録を開始し、平成20年6月12日に  
第Ⅱ相比較試験  

加申請が規制当局へ行われる予定で  
102例の登録を行い、試験への登録を  ある。   
終了した。その後、経過観察を行い、平  
成21年3月に治験を終了した。試験の  

9  4  0  0  25  4  0  0  0   
実施に伴い、治験調整に関わる業務が  
膨大となり、今後治験の質を保持しつ  
つ、治験調整lこ関わる業輝を簡素化す  
る方策（セントラル・モニタリング方式の  
導入など）を検討して行く必要があると  
考えられた。  

乳癌診療におl一   
ロー／くルスタンダード   究  癌診療ガイドラインの策定方法、内容、  に登録したことにより世界の楕準治療  乳癌診療②悪心・嘔吐対策③癌診療  間樋点（①改訂のⅦ隔②コンセンサスの取  ①「非浸潤性乳管がん～治療の可能性   
の導入と質的評価検  アウトカムの分析手法を日米、欧Ⅶで  の動向が遅滞なく我が国にも伝えられ  におけるす髄増殖因子④成人がん性  り方③未承認薬、医療機器等）④保険        ′lコ と限界－」2006年10月15日東京国際   
討に関する研究  比較検討し、世界の標準治療を遅滞な  るようになった。（WE日サイトのアクセス  痔痛⑤乳癌の検診・診断乳癌膜ク軽  制度の遭いが明らかとなった。我が国  フォーラム  

く日本に導入するための支援システム  件数は、約90．000件）なお、本サイト  減⑥遺伝性乳癌・卵巣がん症候群⑦  でも、現在、高度医療評価制度が実施  ②「外科治療、放射線治療 がん緩和  
をW8b上に構築した。本システムは人種  ま、米国NCCNにも公式に認められ、  高齢者がん⑧成人の癌性痔痛⑨癌お  されているが、その間の検討資料のひ  ケア治療」ZOO7年1月13日14日湘南匹  
差や保険制度の逢い等による相違点を  NCCNのWEBサイトからも閲覧できる  よび治療lニ伴う貧血⑩発熱および好中  とつとして有用と思われる。また、今後  際村センター  
明確にしつつ、根幹を共有することで、  ようになり、医療関係者のみならず、息  球減少⑪静脈血栓症を翻訳し、WEB  も引き続き、NCCNと定期的な意見文  ③「DCISの基礎と臨床への新たな展開  

20  ロ  Z3  0  8’6  ロ  0  0  0  
せることに寄与するものと期待される。  

しつつ、根幹を共有することで、共通の  あるいは、不十分な内容を含み、今後  質を評価し向上させることに取り組む予  国際フォーラム  
尺度で医療の貫を評価し向上させるこ  ④r薬物療法、がん緩和ケア治療、治療  
とにも寄与することが期待される。  効果予測」2008年1月28日27日  

⑤「軋がん診療ガイドライン総括」11月1  

日2日東京国際フォーラム都市センター  
ホテル  

18   
る転移性脳陛瘍の治   究  行わず∴定位放射線照射を利用するこ   
療法確立に関する研  とで、生命予後を保ちつつ、放射線障害  期間の短縮と放射線障害によって引き  Comproh¢nSi＞OCanc8rNotwork  脳機能障害すなわち、認知症（痴ほう）  ん医療均てん研修会を毎年開催した   

を抑制しQOLの改善、維持が可能であ  起こされるADLの低下を抑制でき、転移  （NCCN）の転移性脳腫瘍治療ガイドライ  の発生が、がん患者のQOしを著しく低  この研修会は 医療関係者のみならず  
るかを検討するものである。これまで、  性脳腫瘍患者の自宅復帰・家庭介護の  ンにも2006年から定位放射繰照射が  下させる原因として聞堀現されている。  一般市民も対象としたがんの均てん化  
このようなランダム化比較試験は行わ  可能性を高め、国民に計り知れない福  RCTはなされていないとの注釈付きで  この高次脳機能障害は、高齢者ほど発  事業としてマスコミにも毎年取り上げら  
れておらず、独創的であり、臨床試験が  
完遂できれば日本からがん治療のエビ  示されれば、転移性随腹痛治療への定  3  12  4  0      0  0  

デンスを発信できることが期待される。   位照射療法の有効性を示したRCTとし てガイドラインに取り上げられることが  

治療法の開発は、多発性l云移がん患者  
期待される。   の治療における嘆息の諜樋であり、そ  

の研究成果は日本の厚生労働行政に  
も大きな影響を与えるものと考える。   

18   
対する標準的治療法  究   て、3つの第ⅠⅠⅠ相試傾が世界で報告され   

の確立に関する研究  ョ 
、 

いが、これら3つの第ⅠⅠⅠ相試験の結果に  小細胞肺がんの治療成繕の改善のた  療が示された瞭には、再発小細胞肺が  書することに相当し、国民福祉への多  状と今後の展望」2007年8月日本臨床  
基づいて、世界的にノギテカン（NGT）療  めには、初回治療法のみならず、再発  んに対する化学療法のガイドライン作  大なt献であると同時に、再発後の治  種瘍学会第9回教育セミナー 2007年  
法が再発小細胞肺がんに対する標準  後の有効な標準的化学療法の確立が  成のために王要な根拠となる。   療および治療のための入院に必要な医  12月日本臨床腫痔学会第10回教育セミ  

治療とみなされている。そこで、本研究  必要である。本研究では、臨床試験lこ  54  163  90  15  432  匹  0  0  0  
に基づくNGT療法と我々が開発したPEl  基づいた再発小細胞肺がんに対する櫓  思われる。さらにこの成果は、我が国の  12直l教育セミナー 2008年11月第49回  
療法の第m相比較試験（JCOGO605）  準的治療法の確立を目指す。本研究を  肺がん治療のレベルの高さを改めて世  日本肺癌学会総会教育講演「小細胞肺  
は、再発小細胞肺がんに対する標準化  通して再発／ト細胞肺がんの標準的治療  界に示すとともに、医療の発展のため  癌に対する化学療法」など多くの学A  
苧環法の確立のために、非常に玉章な  法を確立することは、わが国のみなら  の国際協銅の中において、極めて大き  
試験と位僅付けされる。   ず、世界に1献すると考えられ、極めて  な千載となる。   

重要である。  
紹介された。   
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